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論文審査の結果の要旨 

 

ウミロフ・フィトラト氏の博士学位請求論文「憲法保障における機能的等価物の比較憲法学的研究～日本、ウズベ

キスタン共和国及びソビエト社会主義共和国連邦の実践を対象に～」は、合憲性審査、合憲性監督といった憲法保障

機能を担う憲法裁判所、最高裁判所、事前審査機能を担う司法省、日本の内閣法制局など、機能的に対応する役割を

担う国家機関の役割について、日本、ウズベキスタン、さらには旧ソ連にまでさかのぼって比較検討を行った労作で

ある。旧ソ連邦の憲法保障制度を論じた研究は日本では少なく、オリジナリティーの高い研究と評価できる。同論文

の要旨は以下の通りである。 

憲法の最高法規性は時として下位の法規範によって侵害されるという事態が生じる。そのような憲法侵害を招く政

治の動きを事前に防止し、または事後に是正するために憲法保障制度が必要である。憲法上保障される基本権を制限

する立法の合憲性が争われる事例では、そのような制限の合憲性について判断する、裁判所による事後的救済として

の合憲性審査（違憲審査）が議論されることが多い。しかし、合憲性審査については、選挙によって選ばれたわけで

もなく、また人民に対して説明責任を負うわけでもない裁判官が、司法審査権を行使することが、民主制のもとでい

かなる理由で正当化されるのか、という「反多数派主義の難点」（Counter-majoritarian Difficulty）の問題が指摘

される。また、裁判所が合憲性審査をするにあたっては、政策決定者たる政治部門の判断をできる限り尊重し、それ

に介入することはなるべく控えようとする態度、いわゆる司法消極主義を基本とすべきであるとも言われてきた。裁

判所による合憲性審査制の消極的な運用をもたらす上記のような実質的論拠が支配的である中、なお国民の憲法上の

権利を保護し、憲法による秩序を存続させ、安定させるための、他の憲法保障手段はないのかという議論が求められ

ることになる。 

この点、ウミロフ氏によれば、ウズベキスタンでは、同国憲法によって憲法裁判所に合憲性審査の権限が与えられ、

また憲法裁判所の判断に拘束力が法律上認められているにも拘らず、憲法裁判所の合憲性審査制の運用は不活発であ

り、同国は司法消極主義であると評価される。同氏の問題意識は、このような状況の下で憲法保障はいかなる方法で

なされるかということについて、憲法裁判所による合憲性審査制と機能的に等価な他の制度の存在を検討する必要が

あるというところに端を発している。 

以上のような問題関心から、ウミロフ氏は、憲法裁判所以外にいかなる機関が実際上の憲法保障機能を果たしてい

るのか、また、いかなる手続において、どの程度の審査権が認められているのかを明確にすることによって、ウズベ

キスタンにおける合憲性審査制と機能的に等価な他の制度の憲法保障上の役割を明らかにしようと試みている。 

一つ目は、ウズベキスタン共和国最高裁判所総会である。ウズベキスタンでは、憲法保障を行う他の制度としては、

ウズベキスタン共和国最高裁判所総会の役割が機能的に憲法裁判所による合憲性審査制に近い。最高裁判所総会は、

下級裁判所に対して法令の適用に関する指導的意見を出す権限を有している。この制度は、旧ソ連時代に登場したも

ので、ソビエト連邦最高裁判所とソビエト各共和国最高裁判所に属する権限であった。この制度は、これが登場した

段階では、合憲性審査の専門機関としての役割を果たしていたが、時代が変わるにつれて、合憲性審査を行う専門機

関としての性格をしだいに失い、合法性監督の機能のみ行使するようになる。現在も、この制度はロシアおよび他の

旧ソ連邦諸国の最高裁判所に属する権限として残存しており、直接的な憲法解釈権は有しないが、法令に対する解釈

を行った事例が蓄積されており、事実上合憲性審査制に貢献しているということができる。 



 

二つ目は、ウズベキスタンの司法省による法令事前審査制である。法令審査制度には、法律制定の前段階で行われ

る事前審査と、制定後施行されている法令の憲法適合性が争われる場合の事後審査に大別されており、法案段階での

法令事前審査もまた事後的救済としての合憲性審査制の機能的等価物として考えられる。これによって事後に法令の

合憲性に疑義が生じる場合は大きく減っていると考えられるからである。司法省による法案段階での法令事前審査は

合憲性のみならず、法令相互の整合性の確保にもつながっており、これによって法令解釈上の疑義を大きく減らして

いることは高く評価してよい。この点、日本では、内閣法制局が厳格な法案の事前審査を行っており、内閣法制局に

よる事前審査を経て制定された法律、政令のうち最高裁判所が違憲判決を下したものはほとんどない。以上の理由か

ら、ウズベキスタンの司法省による法案段階での事前審査と日本の内閣法制局による事前審査を比較検討することに

は大きな意味がある。 

 以上を受けて、ウミロフ氏の博士学位請求論文は次のような構成をとることになる。 

まず、序章では以上のような問題意識と検討対象が明示される。これに続く「第1章 ウズベキスタン共和国におけ

る合憲性審査制の沿革」では、旧ソ連時代にまで遡って最高裁判所の役割の検討が行われ、それが当初合憲性審査を

主たる役割としていたものが、特別機関に憲法解釈権を奪われた結果、合憲性監督のみ行うようになって、その制度

が現在のウズベキスタン共和国にも引き継がれていることが明らかにされる。「第2章 ウズベキスタン共和国におけ

る合憲性審査制」では、ウズベキスタンの憲法裁判所の権限と実際上の役割について実際に行われた7つの違憲判決を

検討することで明らかにしようと試みている。さらに、違憲判決があまり行われない理由を明らかにするため、ロシ

ア連邦の憲法裁判所と日本の最高裁判所による違憲判決の検討も行っている。「第3章 ウズベキスタンにおける合憲

性審査制の機能的等価物」では、ウズベキスタンの最高裁判所総会の権限と実際上の役割について、ロシア連邦の制

度と比較しながら解明している。「第4章 ウズベキスタン共和国における法令事前審査の論点」では、ウズベキスタ

ンの司法省による事前審査について、統計資料などを用いながら、これが事後の違憲判決を大きく減らしている可能

性が高いことを明らかにし、また、日本の内閣法制局による法案の事前審査とこれを比較し、法令の事前審査の実効

性の高さについて証示しようと試みている。「第5章 憲法保障理論の再考察」では、憲法保障の意義をその最広義の

もの（抵抗権、国家緊急権）から、狭義のもの（憲法裁判所や司法裁判所のよる法令の違憲審査、司法省や内閣法制

局による法令の事前審査）まで検討し、実効的意味での憲法保障を行うためには形式的意味での憲法を保障する狭義

の憲法保障こそが重要であるということを明らかにしている。 

以上から窺われる通り、ウミロフ氏の論文は憲法保障という大きな問題に正面から取り組む優れた論文であると評

価できる。もっとも、「機能的等価」が鍵概念となっているが、その「機能」の内容が明確にされておらず、このま

までは最広義の憲法保障である抵抗権や国家緊急権まで検討対象に含まれてしまうという点や、第5章で行っている憲

法保障の意義の検討はむしろ最初に行うべきで、そうすれば「機能的等価」の内容もおのずと絞り込むことができた

のではないかという点は気になるところであった。文章にもこなれていないところが多々見られ、同論文はやや粗削

りな論文であるという印象はある。とはいえ、旧ソ連邦の憲法保障制度を論じた研究は日本では少なく、同論文はオ

リジナリティーの高い研究と評価でき、博士（法学）の学位授与に値するという点で3名の審査員全員で意見の一致を

得た。 

 なお、本論文について剽窃がないことは確認済みである。 

 


